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平成２０年度予算編成方針 
 

 

１ 経済及び国の動向 

 

平成１９年度の我が国の経済は、世界経済の着実な回復が続く中、企業部門では改善の傾向にあ

るものの、家計部門においては依然として低迷が続いている。 

平成２０年度においても、企業部門を中心とした持続的な景気回復が見込まれているが、アメリ

カ経済の減速や原油価格の高騰など不安定要素もあり、先行きは不透明な状況になっている。 

このような中で、政府は「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００７」（骨太方針２００

７）において、「成長力の強化」、「２１世紀型行財政システムの構築」、「持続的で安心できる社会の

実現」の３つを課題とし方向性を示している。 

「２１世紀型行財政システムの構築」の中では「国・地方を通じた基礎的財政収支（プライマリ

ーバランス）の２０１１年度黒字化」、「国内総生産（ＧＤＰ）比の債務残高の２０１０年代半ばま

での安定的な引き下げ」などの中期的な財政健全化の目標を確実に達成するものと明記され、財政

の無駄を無くすとの基本方針の下に、真に必要なニーズに応えるために財源の重点配分を行いつつ、

歳出改革を着実に実施するものとしている。 

 

２ 地方財政 

 

 我が国経済の緩やかな回復基調や税源移譲などから、地方税収等も緩やかな増加が見込まれてい

る。 

しかしながら、三位一体改革に伴う地方交付税制度の見直しによる地方交付税の削減や、地方の

財源不足を補う臨時財政対策債の発行などにより、公債費残高が平成１９年度末の見込みで１９９

兆円と高い水準で推移することが見込まれ、さらに社会保障関係経費の自然増等により依然として

大幅な財源不足が見込まれるなど、地方財政は、引き続き厳しい状況が続くものと考えられる。 
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【国の地方交付税等の総額の推移】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ１５      Ｈ１６       Ｈ１７        Ｈ１８     Ｈ１９ 
 
 

３ 本市の財政運営 

 

 三位一体の改革に伴い、平成１９年度に実施された所得税から個人市民税への税源移譲により個

人市民税は増額となったが、その一方では、国庫補助金や地方交付税等が削減されており、今後に

おいても、一般財源総額は平成１９年度と同額程度で推移するものと見込まれる。 

 さらに、少子高齢化の進行に伴う扶助費の増加や、新市基本計画に基づく新たな財政需要も見込

まれることに加え、財政調整基金や減債基金の減少傾向や財政の弾力性を示す経常収支比率が高い

水準で推移するなど、引き続き厳しい財政運営が予想される。 

また、平成２０年度は第５次総合計画スタートの年であり、厳しい財政状況の中ではあるが、安

定した財政基盤を維持しつつ、現在の社会潮流を見据え、本市の持つ個性や特徴を生かしたまちづ

くりを進め、市民福祉の向上に努めていくことが求められている。 
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地方債残高(単位：兆円)

【地方財政の借入金残高の状況】 
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４ 予算編成の基本方針 

 

平成２０年度の予算編成は、市民の視点に立って事業の重要性・緊急性や効果を考慮するととも

に、経営改革の理念に基づいた財源の重点的・効率的な配分による行財政運営の効率化を図りなが

ら、第５次総合計画の将来都市像である「交流と創造～輝く高崎」の建設に向け、次の方針に沿っ

て行うものとする。 

 

（１）第５次総合計画の着実な推進 

 第５次総合計画に掲げられた施策や事業を最優先に編成するものとする。 

特に「安心・安全なまちづくり」、「魅力と存在感のある都市づくり」、「市民が中心となり、

民間の力を最大限発揮したまちづくり」に重点的に取り組むこととする。 

 

（２）健全財政の維持 

・事業の徹底した見直しによる重点化と優先化 

第５次総合計画による事業をはじめとし、個々の事業の優先順位を検討し、既存事業につ

いても重要性、投資効果などから再検討をし、事業の廃止・縮小・統合などメリハリのある

事業選択に努めるものとする。 

また、既成の事務手順等にとらわれることなく、新たな手法の導入など事務の簡素化・効

率化等について徹底的に検討するものとする。 

  ・財源の確保 

       税源移譲により一層重要性を増した市税の徴収率の向上に努めるとともに、税外収入につ

いても受益者負担の原則により負担の適正化、公平化を図ることとする。 

また、未利用土地の売却など新たな財源の確保についても積極的に検討を行うこととする。 

 


